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電事連会長 定例会見要旨  

（2016 年 10 月 21 日）  

 

 

電事連会長の勝野です。よろしくお願いいたします。  

 

はじめに、今月 12 日に東京都内で発生した停電につきましては、社会の皆さ

まに大変なご不便とご迷惑をおかけし、心よりお詫び申し上げます。  

現在、東京電力パワーグリッドにおいて、原因調査が行われているところであ

ります。  

また、電力各社は、経済産業省より、経年劣化が疑われる地中送電ケーブル

の緊急点検などの指示を受領いたしました。  

私どもといたしましては、これにしっかりと対応し、電力という国民生活に

不可欠なライフラインの担い手として、今後も電力の安定供給に努めてまいり

たいと考えております。  

 

本日は、中部電力社長としての当番会見でもありますが、まずは電事連会長

として、「電力システム改革議論に対する私どもとしての考え」と、「原子力

災害対策充実に向けた取り組み」および「使用済燃料対策への対応状況」につ

いて申し上げます。  

 

1.電力システム改革議論に対する私どもとしての考え  

まず、1 点目として、「電力システム改革議論に対する私どもとしての考え」

について申し上げます。  

 

既にご案内の通り、政府は、更なる競争活性化のための方策と、自由化の下

でも実現すべき公益的課題への対応を促す仕組みを整備することを目的に、「電

力システム改革貫徹のための政策小委員会」を設置いたしました。  

先月 27 日に開催された第 1 回小委員会では、電力システム改革の現状につい
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て報告されるとともに、改革貫徹に向けた課題や取り組みの方向性が示され、

現在、それぞれの課題について、具体的な検討が行われているところでありま

す。  

 

電力システム改革につきましては、私どもといたしましても、真にお客さま

の利益につながるものとなるよう、詳細の検討に積極的に貢献してまいりたい

と考えております。  

まず、自由化の下での公益的課題への対応につきましては、電力システム改

革を更に進める上で、安定供給のための仕組みやルールの整備、電力需給の安

定といった課題が残されているものと考えております。  

特に、自由化や再生可能エネルギー導入拡大に伴い、欧米において顕在化し

つつある供給力や供給予備力、調整力の不足  などに対応する観点から、容量メ

カニズムや調整力市場など、中長期的にそれらを確保するための仕組みをはじ

め、トータルとして、我が国の安定供給の維持を確かなものとするための制度

設計が必要と考えております。  

 

一方、私どもは、競争的な市場の実現に向けて、これまでも料金メニューの

多様化や新たなサービスの提供などに取り組むとともに、厳しい需給状況の中

ではありますが、卸電力市場活性化への自主的な取り組みも進めてきていると

ころであります。  

したがって、今後、更なる競争活性化策を議論される際には、私どものこれ

までの取り組みの評価・検証を踏まえたものとしていただきたいと考えており

ます。  

 

また、現在、検討が進められているベースロード電源市場につきましては、

新電力の電源アクセスの確保という観点から議論がなされておりますが、安定

供給に欠かせないこれらの電源の安定的な稼働や、将来の電源投資などの支障

とならないよう、慎重な議論をお願いしたいと思います。  

 更に、自由化を踏まえた財務・会計のあり方として、廃炉会計制度や法人事

業税の課税方式がワーキンググループの検討事項として挙げられておりますが、
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それぞれの制度が導入された背景・目的などを十分に踏まえたうえで、今後の

制度の検討を進めていただきたいと思います。  

 

私どもといたしましては、本小委員会での議論に積極的に協力してまいりま

すが、議論にあたりましては、競争活性化の方策だけでなく、公益的課題とし

て、ただ今申し上げた課題などにつきましても、あわせて検討を進めていただ

きたいと考えております。  

 

2.「原子力災害対策充実に向けた取り組み」および「使用済燃料対策への対応状

況」  

続きまして、2 点目として、「原子力災害対策充実に向けた取り組み」および

「使用済燃料対策への対応状況」について申し上げます。  

 

まず、「原子力災害対策充実に向けた取り組み」について申し上げます。  

電力 9 社および日本原子力発電、電源開発の各社は、本年 3 月の原子力関係閣

僚会議において決定された「原子力災害対策充実に向けた考え方」を踏まえ、4

月に、取り組みの現状と方針などについて経済産業大臣に報告いたしましたが、

昨日、この半年間の取り組み状況を報告いたしました。  

 

お手許の「資料 1」は、昨日お知らせしたものですが、私どもといたしまして

は、昨日、大臣から頂きましたご指示も踏まえつつ、引き続き、原子力災害対

策の充実に向けた取り組みを着実に進めるとともに、こうした取り組みについ

て、立地地域の皆さまをはじめ、広く社会の皆さまにご説明してまいりたいと

考えております。  

 

次に、「使用済燃料対策の取り組み」について申し上げます。  

電力 9 社および日本原子力発電の各社は、昨日開催されました「第 2 回使用

済燃料対策推進協議会」において、この 1 年間の取り組み状況を、経済産業大

臣へ報告いたしました。  

お手許の「資料 2」も、昨日お知らせしたものですが、各社は、それぞれの対

http://www.fepc.or.jp/about_us/pr/pdf/kaiken_s1_20161021.pdf
http://www.fepc.or.jp/about_us/pr/pdf/kaiken_s2_20161021.pdf
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策方針に基づき、使用済燃料の貯蔵能力拡大に向けた取り組みを行うとともに、

事業者全体としても、技術的な検討や理解活動などを行ってまいりました。  

 

私どもといたしましては、引き続き、計画を着実に実行に移し、地域の皆さ

まのご理解をいただきながら、必要な対策を安全かつ計画的に講じてまいりま

す。  

 

3.使用済燃料再処理機構の設立  

最後に、「使用済燃料再処理機構の設立」について、一言申し上げます。  

 

本年 5 月の再処理等拠出金法の成立・公布を受けて、原子力事業を行う電力 9

社および日本原子力発電の社長が発起人となって、「使用済燃料再処理機構」

の設立に向けた準備を進めてまいりましたが、今月 3 日に機構が発足いたしま

した。  

 

「使用済燃料再処理機構」は、新たな事業環境の下でも、国策である使用済

燃料の再処理等が、着実かつ効率的に実施される仕組みを整備するための制度

措置の一環として設立されたものであります。  

私どもといたしましては、機構に対して再処理等に必要となる資金を拠出す

ることはもとより、機構と日本原燃に対して、引き続き、技術・人材面などで

必要な支援を行ってまいります。  

 昨日、経済産業大臣からも、原子燃料サイクルの推進に着実に取り組むよう

ご要請を頂きましたが、今後とも、立地地域である青森県や六ヶ所村をはじめ、

広く社会の皆さまのご理解を賜りながら、引き続き、機構や日本原燃とともに

再処理事業等をしっかりと進めてまいる所存です。  

 

以 上 



               

2016年10月20日 
電気事業連合会 

 「原子力災害対策充実に向けた考え方」に 

係る事業者の取組状況  

資料１ 



               

  

 

 

原子力発電所における事故収束活動プランの充実化の取組み 

・ICSを活用した訓練の実施（東京） 
・ブラインド型訓練等による訓練内容充実 
 

空冷式非常用 

発電装置（４台） 

非常用ディーゼル 

発電機（４台） 

電源の強化 

○外部電源の強化や、所内電源を多重化・多様化 

電源車（５台） 

外部
電源 

1 
使用できない 

場合に備え 

台数は高浜3,4号機の合計数 

（既設） 

（既設） 

2 

4 

3 

①体制の強化 

 ・SAチーム創設（北海道）  他 

  シビアアクシデント対応の専門チーム 

              （略称SAT） 

 

 

 

 

 

③美浜原子力緊急事態 

     支援センター拠点整備 

 ・本年12月本格運用開始 

 ・資機材を拡充 

  （無線ヘリ 2台、無線重機 3台等追加配備） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④着実な訓練実績の積み重ね 
 ・教育訓練の充実強化 

 ・原子力防災訓練の充実強化 

 ・緊急事態支援センター連携訓練   

② 事故収束のための設備・資機材を強化 

  ・高浜発電所における電源強化の例 
 

充実のための取り組み 

③ 原子力事業者が共同で、 

    緊急事態支援組織を設立 

④ 継続的な教育・訓練による、 

  事故対応能力の維持向上 

① 原子力災害事故収束活動の体制強化 
    

  

本店（本部） 
即応センター 

プラントメーカの 

技術支援要員 
協力会社の 

支援要員 

 
初動対応要員 
（24時間常駐） 

 
参集要員 
（緊急呼出） 

発電所 発電所 

緊急時対応チーム 

バルブ開閉操作 

 ・事故収束活動を想定した 
  ロボットの基本操作訓練 

 ・事故収束活動を行う初動対応要員、参集要員を 
  大幅に増強 

泊発電所の例 
初動対応要員：17名⇒41名 
参集要員：500名程度以上 

原子力災害対策本部の訓練風景 
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原子力災害対策プランの充実化の取組み 

①原子力災害発生時における住民避難支援  

 ・泊発電所の例 

   地域原子力防災協議会作業部会へオブザーバと

して参加し、住民避難等、緊急時対応に係る個々の

論点について実務者レベルで検討 

 

 

 

 

 

 

 

②緊急時モニタリング、避難退域時検査等の 

 オフサイト活動の事業者間協力 

 ・電力9社、原電、原燃、電発の12社による原子力 

  事業者間の協力協定に基づく活動 

 ・福島第一原子力発電所事故の対応実績等を踏まえ、 

  充実化 

  

①住民避難支援の具体化 

 ・泊地域の緊急時対応 【2016.10.14 原子力防災会議了承】 

   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

②原子力事業者間の連携強化 

  

  

充実のための取り組み 

項  目 具 体 的 内 容 

輸送力に関する支援 
PAZ圏内の要支援者の避難手段として 
不足する福祉車両（13台）の確保協力 

避難退域時検査の支援 
避難退域時の検査・除染への要員（500人） 
および資機材の支援協力 

放射線防護対策施設への 
生活物資の供給支援 

保存食料・飲料水の供給支援協力（4日分） 

オフサイトセンターへの 
電源供給 

オフサイトセンターへの電源確保支援協力 
（電源車で継続して電源を供給） 

西日本5社による相互協力 
2016.8.5 （2016.4.22 4社協定） 
 北陸、関西、中国、四国、九州の5社による原子力事業に
おける相互協力に係る協定を締結 
【協力内容】 
 ・原子力災害時における協力 
 ・廃止措置実施における協力 
 ・特定重大事故等対処施設設置における協力 

 避難退域時検査  幹部同士のTV会議 

＜原子力災害時を想定した事業者間の連携訓練＞ 

後方支援拠点設営･運営 

「緊急時対応」に盛り込まれる主な項目 

 PAZ圏内の防護措置 

 UPZ圏内の防護措置 

 放射線防護資機材、物資、燃料供給 

 緊急時モニタリング 

 原子力災害時の医療 

 
○要員：44人 
○提供資機材： 
 ・GM管サーベイメータ 
 ・ダストサンプラー 
 ・モニタリングカー 

 
 

○要員数：300人 
○提供資機材 
 ・GM管サーベイメータ 
 ・ダストサンプラー 
 ・モニタリングカー 
 ・個人線量計 
 ・高線量対応防護服 
 ・全面マスク 
 ・タイベックスーツ 
 ・ゴム手袋   など 

2000年6月 
事業者間協定を締結 

2016年4月時点 
・要員、資機材を拡大 充実 
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使用済燃料貯蔵対策への 
対応状況について 

（概要） 
 

 

2016年10月20日 

電気事業連合会 

資料２ 



○共通の取り組み 

六ヶ所再処理工場の早期竣工、竣工後の安全・安定操業に向け、
原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査において得られた
知見を基に、助言等の支援を、引き続き実施 

 

○各社の取り組み 

使用済燃料対策方針に基づき、貯蔵能力拡大に向けた取り組みを実施 

 2008年12月使用済燃料乾式貯蔵施設の建設計画 

  を公表、2015年1月原子炉設置変更許可申請。 

  現在、許可取得に向けて審査対応中。（中部） 

 使用済燃料対策推進のための社内体制強化（関西） 

 リサイクル燃料備蓄センター事業開始（2018年後半開始予定）に向け
た支援（東京、原電） 

 貯蔵対策に係る調査、検討（北海道、東北、北陸、中国、四国、九州） 
 

2 各社の取り組み状況 

使用済燃料乾式貯蔵施設イメージ図 



① 使用済燃料貯蔵能力拡大にかかる技術検討 

 貯蔵効率の向上、貯蔵方式の多様化などを狙いとした技術検討
を実施中 

【研究テーマの例】 

 キャスクバスケット用アルミニウム合金の開発 

 軽量で熱伝導が高いアルミニウム合金を開発することで 

 バスケットの厚さを低減し、キャスクあたりに収納可能な 

 使用済燃料集合体数の増加を図る。 

 金属キャスクの長期健全性に係る海外調査 

 最新の海外知見を蓄積し、信頼性の向上を図る 

 

② 使用済燃料の乾式貯蔵を促すための技術検討 

 乾式貯蔵施設の技術基準見直しに向けた取り組み 

3 事業者全体の取り組み状況（１） 

   アルミ合金の採用へ 



③ 使用済燃料貯蔵能力拡大にかかる理解活動の強化に向けた検討 

 電気事業連合会の広報活動 

 報道機関への説明 

 使用済燃料貯蔵対策の取り組みに係る 

  パンフレットの新規制作 

 ホームページに特設ページを掲載 

 

 各社の広報活動 

 自治体・地域団体等への訪問・説明 

 中間貯蔵施設・乾式貯蔵施設を利用した広報活動 

 電事連パンフレットを活用した理解促進活動 等 
 

④ 中間貯蔵施設や乾式貯蔵施設等の建設・活用の促進に向けた検討 

 立地が進捗している地域の理解活動に関して、良好事例の共有等、
情報交換を実施 

4 事業者全体の取り組み状況（２） 

   電気事業連合会パンフレット 

    「使用済燃料貯蔵対策の取り組み」 
   （HPからもDL可能  http://fepc-dp.jp/） 
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使用済燃料貯蔵対策への対応状況について 

 
 

2016 年 10 月 20 日 

電 気 事 業 連 合 会 

 

 

１．はじめに 

○ 2015 年 10 月に提示された国の「使用済燃料対策に関するアクシ

ョンプラン」において、政府から事業者に対し、発電所の敷地内

外を問わず、使用済燃料の貯蔵能力の確保・拡大へ向けた事業者

の取組を具体化した「使用済燃料対策推進計画」の策定・公表の

要請がなされた。 

○ それを受け、『使用済燃料対策推進計画』を策定し、国の使用済

燃料対策推進協議会にて、同計画を説明したところ。 

○ 本資料は、「使用済燃料対策推進計画」に基づく、事業者の取り

組み状況を取り纏めたものである。 

 

 

２．各社の取り組み状況 

○ 各社においては、六ヶ所再処理工場の早期竣工及び竣工後の安

全・安定操業に向け、原子力発電所の新規制基準適合性に係る審

査において得られた知見を基に、助言等の支援を、引き続き実施

している。 

○ 各社の具体的な使用済燃料対策方針に基づき、使用済燃料の貯蔵

能力拡大に向けた取り組みを実施している。（添付資料 1） 
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３．事業者全体の取り組み状況 

○ 使用済燃料対策推進連絡協議会の下、使用済燃料の貯蔵能力拡大

に向けて、事業者全体で以下の取り組みを実施している。 

① 使用済燃料貯蔵能力拡大にかかる技術検討（添付資料 2） 

 共同での研究開発 

 乾式キャスク貯蔵を主に貯蔵方式の多様化や将来貯蔵が

必要となる燃料の貯蔵に向けた技術課題の検討を実施中 

【研究テーマ】 

 キャスクバスケット用アルミニウム合金の開発 

 高燃焼度燃料の貯蔵に向けた技術課題検討 

 コンクリートキャスクの実用化に向けた技術課題検討 

 金属キャスクの長期健全性に係る海外調査 

② 使用済燃料の乾式貯蔵を促すための技術検討 

 乾式貯蔵施設の技術基準見直しに向けた取り組み 

③ 使用済燃料貯蔵能力拡大にかかる理解活動の強化に向けた検討

（添付資料 3） 

 電気事業連合会の広報活動 

 報道機関への説明 

 使用済燃料貯蔵対策の取り組みに係るパンフレットの新規制作 

 ホームページに特設ページを掲載 

 各社の広報活動 

 自治体・地域団体等への訪問・説明 

 中間貯蔵施設・乾式貯蔵施設を利用した広報活動 

 電事連パンフレットを活用した理解促進活動 等 

④ 中間貯蔵施設や乾式貯蔵施設等の建設・活用の促進に向けた検討 

 立地が進捗している地域の理解活動に関する情報交換 

 理解活動における良好事例の共有 等 

以 上
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 現在までの対応状況 今後の予定 

各社共通 

○日本原燃六ヶ所再処理工場の早期竣工及

び竣工後の安全・安定操業に向け、原子力

発電所の新規制基準適合性に係る審査に

おいて得られた知見をもとに、助言等の支

援を行っている。 

○日本原燃六ヶ所再処理工場の地震・地盤側

の審査については基準地震動を設定。施設

側についても残りの審査の進め方につい

て規制庁の了解が概ね得られているなど、

2018 年度上期の竣工に向けて審査が進捗

している。 

○乾式貯蔵推進に向けた技術基準見直しの

ため、課題を整理し、具体的な検討を進め

ている。 

○六ヶ所再処理工場の早期竣工及び

竣工後の安全・安定操業に向け、引

き続き支援を行っていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○乾式貯蔵施設に係る技術基準見直

しに向けて、引き続き、取り組みを

進めていく。 

北海道電力 
○他社の貯蔵対策の情報収集や、乾式貯蔵キ

ャスクに関わる各種調査、検討を実施。 

○引き続き各種調査、検討を実施して

いく。 

東北電力 

○貯蔵対策の情報収集や，乾式貯蔵キャスク

に関わる電力大検討への参画等を実施中

である。 

○当社の使用済燃料については，現状

で女川は１０年程度，東通は１０年

以上貯蔵が可能であり，当面は現行

の貯蔵設備を活用し，将来的に敷地

内外における乾式貯蔵施設等種々

の貯蔵方策について検討を進めて

いくこととしている。 

東京電力 HD 
○ＲＦＳの事業開始に向けた支援を実施。 ○ＲＦＳの事業開始及び安定操業に

向けた支援を継続して実施。 

中部電力 

○2008 年 12 月に使用済燃料乾式貯蔵施設の

建設計画を公表し、2015 年 1 月、原子力規

制委員会に対し、発電用原子炉設置変更許

可申請。 

○当面の対策を継続するとともに、使

用済燃料の貯蔵状況等を勘案して、

敷地内外における乾式貯蔵施設等

種々の貯蔵方策について検討する

（乾式貯蔵施設の増設含む）。 

○使用済燃料乾式貯蔵施設の発電用

原子炉設置変更許可を取得すべく、

審査に適切に対応する。 

添付資料 1 
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 現在までの対応状況 今後の予定 

北陸電力 

○電力大での検討への参加、他電力の貯蔵対

策の把握等、貯蔵対策に係る情報収集を実

施。 

○情報収集を継続実施。 

関西電力 

○「福井県外における中間貯蔵について、

2020 年頃に計画地点確定、2030 年頃に操

業開始。計画遂行にあたってはできる限り

前倒しを図る」とした推進計画を実行して

いくため、社内体制を強化し、理解獲得に

係る活動を展開。 

 
中間貯蔵推進体制の強化（本年 2月 1日付け） 

・副社長執行役員への「中間貯蔵推進担当」

の業務委嘱 

・専任の部長職の配置 

・専任要員の増強 

 

○引き続き、福井県外における中間貯

蔵について、共同・連携を含むあら

ゆる可能性を検討・対応していく。 

中国電力 

○貯蔵対策に関する情報収集，電力大での検

討への参画等を行っている。 

○島根 2号機の新規制基準適合性審査

状況，1 号機の廃止措置進捗状況，

六ヶ所再処理施設の稼働状況等を

総合的に勘案しながら，必要に応じ

て貯蔵方策の検討を行う。 

四国電力 

○乾式キャスクによる貯蔵について、種々の

技術的調査、検討を実施中。 

○引き続き、乾式キャスクによる貯蔵

について、種々の技術的調査、検討

を進めていく。 

九州電力 

○使用済燃料貯蔵設備の貯蔵能力の増強（リ

ラッキング）計画について検討中。（玄海） 

○あわせて、乾式キャスクによる貯蔵につい

て、種々の技術的調査、検討を実施中。 

○左記について、引き続き検討を行

う。 

日本原子力発電 
○ＲＦＳの事業開始に向けた支援を実施。 ○ＲＦＳの事業開始及び安定操業に

向けた支援を継続して実施。 
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添付資料 2 

使用済燃料貯蔵能力拡大にかかる取り組み状況

【貯蔵効率の向上】
キャスクバスケット用アルミニウム合金の開発

• 軽量で熱伝導が高いアルミニウム合金を開発する
ことでバスケット*の厚さを低減し、キャスクあたりに
収納可能な使用済燃料集合体数の増加を図る。
【開発目標時期：2020年頃】

• 燃料被覆管の制限温度を海外の運用状況を
踏まえて見直し、キャスクあたりに収納可能な
使用済燃料集合体数を増加を図る。
【開発目標時期：2020年代初頭】

【貯蔵効率の向上】
高燃焼度燃料の貯蔵に向けた技術課題検討

【貯蔵方式の多様化】
コンクリートキャスクの実用化に向けた
技術課題検討

【信頼性の向上】
金属キャスクの長期健全性に係る海外情報調査

鋼材

アルミ

（従来）

アルミ

⇒

（目標）

アルミ

バスケット板部断面イメージ

日本 米国

被覆管温度 ≦250℃ ≦400℃

日米の基準の比較（PWRの例）

• コンクリートキャスクを実用化するにあたって課題と
なっていると溶接部の健全性や検査手法を確立し、
貯蔵方式の選択肢の多様化を図る。
【開発目標時期：2020年代中頃】

• 使用済燃料中間貯蔵施設における金属キャスク
およびその収納物の長期健全性に関して、既に貯蔵
を開始している海外の知見を蓄積し、信頼性の向上
を図る。
【継続実施中】

例：米国・アイダホ国立研究所で研究用として
貯蔵されている乾式キャスク

金属キャスク

コンクリート
キャスク

キャニスタ溶接部

コンクリート
キャスク

冷却空気出口

使用済燃料

コンクリート

バスケット

キャニスタ

冷却空気入口

中性子遮蔽材

胴（金属製）

使用済燃料
集合体

バスケット

＊バスケット
使用済燃料を支持し、かつ燃料間の距離を保つための部材。
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 現在までの対応状況 今後の予定 

各
社
共
通
の
取
組
み 

○自治体、地域団体等への訪問説明 

 

○報道機関への説明 

 

 

○使用済燃料対策に係る電事連パンフレットの制作及び

各社 PR 施設等への設置・見学者への配布、対外説明時

の活用（別紙） 

○各社ホームページに使用済燃料の貯蔵量等の掲載など、

積極的な情報発信 

○各社の理解活動の進捗確認、良好事例の情報交換を実施 

○引き続き、自治体・地域団体等への

訪問説明による中間貯蔵の必要性

や安全性等に関する理解促進活動

を実施 

 

○引き続き、広報資料、ホームページ

等を通じた情報発信を実施 

 

 

 

○引き続き、良好事例の共有を実施 

各
社
個
別
の
取
組
み 

○中間貯蔵施設、東海第二発電所乾式貯蔵施設を利用した

広報活動の実施（東京 HD、日本原子力発電） 

 【実績＊】約 230 回 

 

○発電所キャラバン（ホームセンター、スーパー、お祭り

等において、原子力全般の PA を実施）において、パネ

ルを用いて使用済燃料対策等を説明（中部） 

【実績＊】12月以降概ね 1回/月 

○発電所ナビ（社外向けの原子力関係トピックスペーパ

ー）の 12 月号において、使用済燃料対策の取組強化を

掲載（中部） 

○訪問対話活動において、対話項目の 1つとして使用済燃

料対策等を説明中（中部、関西） 

 

○広報資料・ホームページの活用等を通じた理解促進（関

西） 

・パンフレット・DVD 等の制作、それらを活用した見学

会・訪問説明 

・ホームページでの情報発信 

・Facebook での情報発信 

・ＰＲ施設での展示 

 

○乾式貯蔵施設への各電力からの紹

介団体の視察等を継続して受入 

 

 

○パンフレットやダイレクトメール

による適時適切な情報発信および

対話活動を継続実施する 

 

 

 

 

 

 

 

○広報資料･ホームページの活用等を

通じた理解促進 

・引き続き、原子力見学会での説明、

講演会の開催、広報ツールの発刊・

更新、ＨＰ・ＳＮＳ等での情報発信

等を検討・実施していく 

＊：2015 年 11 月計画公表以降、2016 年 9月末時点で各社が把握している実績を記載。 
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電気事業連合会パンフレット 

「使用済燃料貯蔵対策の取り組み」（2016 年 3 月制作） 

 

 

 

（内容） 

○原子燃料サイクルと使用済燃料 

・使用済燃料貯蔵対策の取り組み 

・原子燃料サイクルの必要性 

・原子燃料サイクルのメリット 

○貯蔵方式と貯蔵能力の拡大方策 

・使用済燃料対策の強化 

・使用済燃料の貯蔵方法 

・貯蔵能力拡大の具体例 

○乾式貯蔵容器（キャスク）の安全性 

・キャスクの安全性 

○実績と研究開発 

・使用済燃料乾式貯蔵の海外実績 

・使用済燃料乾式貯蔵の研究開発 

 

（設置箇所、配布先） 

○電気事業連合会内、各社本店・支店内、各社 PR施設 

○報道機関等の対外説明時の活用・配布 

○乾式貯蔵施設等の見学者への配布  等 

別紙 



各社の使用済燃料対策方針 

 

 

  

電気事業者は、国の政策に基づき、使用済燃料を六ヶ所再処理工場で再処理するとした原子燃料サイクルを推進しているところである。そのよ

うな考えの下、使用済燃料は、六ヶ所再処理工場への搬出を前提とし、その搬出までの間、各原子力発電所等において、安全を確保しながら計画

的に貯蔵対策を進めてきている。 

 今後も引き続き、同工場の竣工に向けた取り組みを進めていくとともに、下表に取りまとめた対策方針に基づき、取り組んでいく。 

電力会社 発電所名 当面の使用済燃料対策方針 将来の使用済燃料対策方針 

北海道電力 泊 現行の貯蔵設備を活用する。 
使用済燃料の貯蔵状況等を勘案して、乾式貯蔵施設を含め種々の貯蔵
方策について検討する。 

東北電力 
女川 

現行の貯蔵設備を活用する。 敷地内外における乾式貯蔵施設等種々の貯蔵方策について検討する。 
東通 

東京電力 HD 

福島第一 乾式キャスク仮保管設備への搬出を計画している。 
乾式キャスク仮保管設備への搬出を計画している。 
（福島第一廃止措置工程全体の中で検討） 

福島第二 現行の貯蔵設備にて保管する。 現行の貯蔵設備にて保管する。（今後、将来の貯蔵方策について検討） 

柏崎刈羽 
リサイクル燃料備蓄センターへの搬出を計画している。 
（建設中、3,000tU、2018 年後半事業開始予定） 

リサイクル燃料備蓄センターへの搬出を計画している。 
（最終貯蔵量 5,000tU） 

中部電力 浜岡 
乾式貯蔵施設への搬出を計画している。 
（400tU 増容量、2015 年 1 月設置変更許可申請、安全審査中） 

当面の対策を継続するとともに、使用済燃料の貯蔵状況等を勘案し
て、敷地内外における乾式貯蔵施設等種々の貯蔵方策について検討す
る。（乾式貯蔵施設の増設含む） 

北陸電力 志賀 現行の貯蔵設備を活用する。 敷地内外における乾式貯蔵施設等種々の貯蔵方策について検討する。 

関西電力 

美浜 
福井県外における中間貯蔵について、理解活動、可能性調査
等を計画的に進め、2020 年頃に計画地点を確定し、2030 年頃
に 2千トン U規模で操業開始する。 
・2020 年頃に、計画地点確定 
・2030 年頃に、操業開始（2 千トン U規模） 
計画遂行にあたっては使用済燃料対策の重要性に鑑み、迅速
かつ的確に対応し、できる限り前倒しを図る。 

当面の対策に加え、その進捗の状況や使用済燃料の発生見通し等を踏
まえつつ、国のエネルギー基本計画やアクションプランに沿って、事
業者間の共同・連携など、あらゆる可能性について検討・対応してい
く。 

高浜 

大飯 

中国電力 島根 現行の貯蔵設備を活用する。 
使用済燃料の貯蔵状況等を勘案して，敷地内外における乾式貯蔵施設
等種々の貯蔵方策について検討する。 

四国電力 伊方 現行の貯蔵設備を活用する。 
敷地内外の貯蔵施設への搬出を検討する。 
乾式キャスクによる貯蔵について、種々の技術的調査、検討を実施中である。 

九州電力 
玄海 

使用済燃料貯蔵設備の貯蔵能力の増強（リラッキング）を計
画している。（3 号機申請中、480tU 増容量） 

敷地内外の貯蔵施設への搬出を検討する。 
この一環として、安全性向上対策も考慮し、敷地内の乾式貯蔵施設に
ついて検討を実施中である。 川内 現行の貯蔵設備を活用する。 

日本原子力発電 

敦賀 
リサイクル燃料備蓄センターへの搬出を計画している。 
（建設中、3,000tU、2018 年後半事業開始予定） 

リサイクル燃料備蓄センターへの搬出を計画している。 
（最終貯蔵量 5,000tU） 

東海第二 
既設の敷地内乾式貯蔵設備の活用（70tU 増容量）及びリサイ
クル燃料備蓄センターへの搬出を計画している。 
（建設中、3,000tU、2018 年後半事業開始予定） 

リサイクル燃料備蓄センターへの搬出を計画している。 
（最終貯蔵量 5,000tU） 
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電力会社 

  

  
発電所名 
  

2016 年 9 月末時点 試算値※１ 
１炉心 １取替分 管理容量 使用済燃料

貯蔵量 
管理容量 
 (A) 

使用済燃料 
貯蔵量(B) 

貯蔵割合 
(B)/(A)x100 

(ｔＵ) (ｔＵ) (ｔＵ) (ｔＵ) （ｔＵ） （ｔＵ） （％） 
北海道電力 泊 170  50  1,020  400  1,020  600  59  
東北電力 女川 260  60  790  420  790  660  84  

東通 130  30  440  100  440  220  50  
東京電力 HD 
  
  

福島第一 580  140  2,260  2,130  2,260  2,130  94  
福島第二 520  120  1,360  1,120  1,360  1,120  82  
柏崎刈羽 960  230  2,910  2,370  2,920  2,920  100  

中部電力 浜岡 410  100  1,300 1,130  1,700  1,530  90  
北陸電力 志賀 210  50  690  150  690  350  51  
関西電力 
  
  

美浜 70  20  760  470  620  550  89  
高浜 290  100  1,730  1,220  1,730  1,620  94  
大飯 360  110  2,020  1,420  2,020  1,860  92  

中国電力 島根 100  20  680  460  680  540  79  
四国電力 伊方 120  40  1,020  640 1,020  800  78  
九州電力 
  

玄海 230  80  1,130  900  1,600  1,220  76  
川内 140  50  1,290  890  1,290  1,090  84  

日本原子力発電 
  

敦賀 90  30  920  630  920  750  82  
東海第二 130  30  440  370  510  490  96  

合計   4,770  1,260  20,730  14,830  21,570  18,450   
※１：各社の使用済燃料貯蔵量については、下記仮定の条件により算定した試算値であり、具体的な再稼働を前提としたものではない。 

    ○各発電所の全号機を対象。（廃炉を決定した福島第一、浜岡１・２号機、美浜１・２号機、伊方１号機、島根１号機、玄海１号機、敦賀１号機を除く） 

    ○貯蔵量は、２０１６年９月末時点の使用済燃料貯蔵量に、４サイクル運転分の使用済燃料発生量（４取替分）を加えた値。（単純発生量のみを考慮） 

    ○１サイクルは、運転期間１３ヶ月、定期検査期間３ヶ月と仮定。（この場合、４サイクルは約５年となる） 

※２：管理容量は、原則として「貯蔵容量から１炉心＋１取替分を差し引いた容量」。なお、運転を終了したプラントについては、貯蔵容量と同じとしている。 

※３：福島第二については、新たな使用済燃料の発生は考慮していない。 

※４：柏崎刈羽５号機については、使用済燃料貯蔵設備の貯蔵能力の増強（リラッキング）に関する工事未実施であるが、工事完了後の管理容量予定値を記載。 

※５：柏崎刈羽については、約２．５サイクル（３年程度）で管理容量に達する。（運転時期は未考慮）  

※６：浜岡１，２号炉は廃止措置中であり、燃料プール管理容量から除外している。 

※７：浜岡４号機については、乾式貯蔵施設の設置に関する申請中であり、竣工後の管理容量予定値を記載。 

※８：美浜３号機については、使用済燃料貯蔵設備の貯蔵能力の変更（リラッキング）に関する申請中であり、竣工後の管理容量予定値を記載。 

※９：玄海３号機については、使用済燃料貯蔵設備の貯蔵能力の増強（リラッキング）に関する申請中であり、竣工後の管理容量予定値を記載。 

※10：東海第二については、乾式貯蔵キャスクを２４基（現状＋７基）とした管理容量を記載。 

注） 四捨五入の関係で、合計値は、各項目を加算した数値と一致しない部分がある。 

 

※３ 
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※10 

※９ 
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